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1000年カルテ
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2000

1970

2010

WAN（インターネット）
京都

宮崎

大阪

LAN

マイコン

医学部

大学院

外科

基礎工学部

医療情報（教授）

兼任

MML

メインフレーム

2011 EHR (SaaS)

1960

熊本

1995 MML 1.0 (SGML) 
1997 連携医療のコンセプト
1999 MML 2.0 (XML) 

2001 Dolphin Project

2002 MML 3.0, はにわネット, ひご・メド
2003 HOTプロジェクト

2006 まいこネット 
　　　superDolphin 

EHRの歴史

※ MML = Medical Markup Language, HL7 = Health Level 7



1996.5 第２回 Seagaia Meeting（39+1名）



EHRの基本概念とサービス

データセンター

病院

クリニック

患者

臨床データの共有

臨床記録の参照

臨床データの蓄積

０）診療情報のバックアップ 
１）患者向け臨床データの開示　（B2C) 
２）医療機関同士のデータ共有　（B2B) 
３）データの２次利用（研究等）（B2R）

薬局•検査など

２次利用：研究等

臨床データの共有

PHR

B2C

B2B

B2R



実名系DB（連携医療、開示等）
管理運営：NPO日本医療ネットワーク協会

http://www.ehr.or.jp/

データ
センター 
(CISA) 

匿名系DB（研究開発等）
管理運営：一般社団法人 医療統計情報プラットフォーム研究会 

http://cisa.jp/

国民的理解
2017年？

まいこネット

ながは
まネット

琉球ネット
AMCネット

センター機能を提供

データセンター 
(iDolphin) 

地域プロジェクト

京大 府立 患者

国立大学病院

大学系研究者

企業系研究者

DB運営は外部委託

14の国立大学病院

＃臨床データ提供： 
現時点では、処方データまでに留まるが、今後、 
京大情報学研究科EHR共同研究講座を中心に、検査結果、
各種報告書等のデータ収集とデータの標準化、精度の向上
を行う。 

このデータベースを利用した研究の外部発表はすでに４０
を超えている。未公開研究、実務応用も多数。

１）患者への情報開示（B2C）
２）連携医療（B2B）
３）医療関連サービス提供（B2C）

　研究などへの二次利用（B2R）

匿名化臨床データ提供＃

延べ3300万人のデータ

2001～ 2004～

長浜基幹病院 患者



問題点
１）MML（使用規格）：日本、中国のみ 

　　　→国際化 

２）規格の乱立？　MML、HL7、他 

　　　→幅広い規格を容認（包含） 

　　　→最終的にISO13606へ収斂 

３）EHRサーバが地域ごとに独立（規格非統一、運営コスト） 

　　　→SaaS/ Cloud 

４）EHR運営母体の脆弱性（大学、医師会、NPO、、、） 

　　　→徹底的に税金？　２次利用も視野に入れた独立運営？ 

５）国民医療ID 

　　　→住基番号？　マイ・ナンバー？　独自医療ID？ 



次世代医療ICT基盤協議会 
 

全国共同利用型国際標準化EHRプロジェクト 
大規模健康・診療データの収集・利活用 

宮崎大学・京都大学 
NPO日本医療ネットワーク協会 
NPO MedXMLコンソーシアム



次世代医療機器開発推進協議会

議長：健康・医療戦略担当大臣
議長代行：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府副大臣

副議長：健康・医療戦略担当大臣を補佐する内閣府大臣政務官及び
内閣総理大臣補佐官（健康・医療戦略室長）
構成員：関係府省局長クラス

本部長 ：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官及び健康・医療戦略担当大臣

本部員 ：その他国務大臣

健康・医療戦略推進本部

健康・医療戦略推進会議

独立行政法人

日本医療研究
開発機構

（AMED: Japan 
Agency for MEdical

research and 
Development）

医療分野の研究
開発関連予算の

総合的な予算要
求配分調整 等

ゲノム医療実現推進協議会

創薬支援ネットワーク協議会

次世代医療ＩＣＴ基盤協議会
※健康・医療戦略室とＩＴ総合戦略室による共同事務局

次世代ヘルスケア産業協議会
※健康・医療戦略室と経産省による共同事務局

医療国際展開タスクフォース

健康長寿社会実現協議会（準備中）

連携

研
究
開
発

市
場
開
ᣅ

咚
咔
咥

デジタル臨床基盤
としての利活用

新技術
所管 内閣府／文科省／
厚労省／経産省

健康・医療戦略ファンドタスクフォース 1

健康・医療戦略の推進と次世代医療ＩＣＴ基盤協議会 資料２－１

内閣官房提供資料



 

第１回 次世代医療ＩＣＴ基盤協議会 出席者 

 

      甘利 明  健康・医療戦略担当大臣 

      福田 峰之 健康・医療戦略担当大臣補佐官 

 議 長  和泉 洋人 内閣官房健康・医療戦略室長 

飯塚 悦功 東京大学名誉教授 

大江 和彦 東京大学医療情報経済学教授 

大久保満男 日本歯科医師会会長 

金子 郁容 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 

菊地 眞  公益財団法人医療機器センター理事長 

喜連川 優 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立

情報学研究所所長、東京大学生産技術研究所教授 

桐野 髙明 独立行政法人国立病院機構理事長 

近藤 達也 独立行政法人医薬品医療機器総合機構理事長 

堺  常雄 日本病院会会長 

神成 淳司 慶應義塾大学環境情報学部兼医学部准教授 

末松 誠  独立行政法人日本医療研究開発機構理事長 

田中 紘一 医療法人社団神戸国際フロンティアメディカルセン

ター理事長 

永井 良三 自治医科大学学長 

樋口 範雄 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

福井 次矢 聖路加国際大学理事長 

堀田 知光 独立行政法人国立がん研究センター理事長 

松本 純夫 独立行政法人国立病院機構東京医療センター名誉院長 

矢作 尚久 独立行政法人国立成育医療研究センター臨床研究ネ

ットワーク推進室室長補佐（情報戦略担当） 

山本 信夫 日本薬剤師会会長 

山本 隆一 一般財団法人医療情報システム開発センター理事長 

横倉 義武 日本医師会会長 

吉原 博幸 宮崎大学医学部附属病院病院長  

資料１  

関係府省 田中 繁広 内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付） 

向井 治紀 内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室長代理（副政 

府 CIO） 

南 俊行  総務省政策統括官（情報通信担当） 

宇波 弘貴 財務省主計局主計官（厚生労働係第一担当） 

安藤 慶明 文部科学省大臣官房審議官（研究振興局担当） 

鈴木 康裕 厚生労働省大臣官房技術総括審議官 

唐澤 剛  厚生労働省保険局長 

安藤 英作 厚生労働省情報政策・政策評価審議官 

岩瀬 忠篤 農林水産省食料産業局次長 

富田 健介 経済産業省商務情報政策局長 

 オブザーバ 久間 和生 総合科学技術・イノベーション会議議員 

       大谷 泰夫 内閣官房参与 

事務局  中垣 英明 内閣官房健康・医療戦略室次長 

      藤本 康二 内閣官房健康・医療戦略室参事官 

      堀内 直哉 内閣官房健康・医療戦略室企画官 

      平野 友貴 内閣官房健康・医療戦略室参事官補佐 

      角田 亮平 内閣官房健康・医療戦略室参事官補佐 

      石井絵利子 内閣官房健康・医療戦略室主査 

      永山 純弘 内閣官房ＩＴ総合戦略室企画官 

      篠原 淳一 内閣官房ＩＴ総合戦略室参事官補佐 

      望月 一佳 内閣官房ＩＴ総合戦略室参事官補佐 

 

内閣官房提供資料



<参考>次世代医療ICT基盤協議会 ワーキンググループ 

4 

次世代医療ICT基盤協議会では、内閣官房の施策の実現に向け、各テーマごとに 
複数のワーキンググループを編成し、具体的な検討、システム整備に向け取り組んで 
いくこととなっています。 

〔グループＡ〕 要素整備に関するＷＧ 

国・大学・学会等の既存データの収集・利活用事業の検討 

〔グループＢ〕 環境整備に関するＷＧ 

医療情報の収集・利活用に関する取扱制度の調整 

〔グループＣ〕 デジタルデータ収集・利活用事業の
組成促進に関するＷＧ（複数存在） 

データ収集・利活用事業の組成促進、研究開発、新しい
医療サービスの提供など自立的な事業を構成する要素・ 
環境整備の検討 

■ 

■ 

■ 

〔グループＤ〕 医療への次世代ＩＣＴ導入に関する
ＷＧ（複数存在） 

医療施設への次世代の医療デジタル化の検討 

■ 

■  
〔グループＥ〕 次世代医療ＩＣＴ環境と医療技術・手

技・知識の調和に関するＷＧ 

「大規模健康・診療データの収集・利活用」 

吉原博幸 宮崎大学医学部附属病院病院長 
荒木賢二 宮崎大学医学部付属病院医療情報部長 
黒田知宏 京都大学医学部附属病院医療情報企画部長 

 
☛全国共同利用型国際標準化プロジェクト（100年カルテ）は 
「グループＣのＷＧ」の一つとして実施の予定です。 



提案
ISO13606/MML ハーモナイズ 

ISO対応DBの再開発 
診療情報等の２次利用

ISO13606  
(OpenEHR)

 HL7

ISO13606

MML•HL7

日本ローカル対応
ISO13606国際標準規格

国内•米国標準規格

ローカル規格の吸収 日本ローカル事情に 
対応した国際標準規格

※ MML = Medical Markup Language, HL7 = Health Level 7

MML

openEHR

openEHR



1000年カルテプロジェクト

東九州メディカルバレー
特区

行政

マネジメント機関（事業運営）
依頼（同意）

患者（PC, モバイル）

EHRクラウド

研究分野
大学等、研究所
製薬企業，検査， 
医療機器企業等

匿名化

京都PJ

滋賀PJ

東京PJ

琉球PJ

はにわ
ISO13606 + 概念拡張 
仮想化共用サーバ 琉球

東京
別府 まいこ

アップロード

CSV, XML等
宮崎PJ

別府PJ

２３医療機関、関連機関 

１９医療機関、関連機関 

１２医療機関、関連機関 

１３医療機関、関連機関 

１医療機関グループ 

１１医療機関、関連機関 

新規参加

医療機関、関連機関 



行政

マネジメント機関（事業運営）

依頼（同意）
患者（PC, モバイル）

EHRクラウド

研究分野
大学等、研究所
製薬企業，検査， 
医療機器企業等

匿名化

県立延岡病院 国立病院機構
都城医療センター

はにわネット

アップロード

CSV, XML等県立宮崎病院

県立日南病

＊プロジェクトは予定

宮崎エリア

13

医師会病院
宮崎、都城
医師会病院
宮崎、都城

　宮崎大学病院

国立病院機構
　宮崎東病院

検診センター系

日本健康クラブ（宮崎大学） 
宮崎県健康づくり協会（宮崎県） 
労働衛生研究所（旭化成）

7
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内閣官房Webサイトにも掲載



Road Map

仕様検討・構築

2014年度

準備 
（関係機関
調整）

EHR構築・
運用

（契約代理
機関含む）

2015年度（Ｈ27） 2016年度（H28） 2017年度（H29） 2018年度（H30）
EHR構築 EHR運営・データソース拡充EHR

政策動向／ニーズ調査 二次利用実証事業（パイロット）二次利用
事業実施に向けた 

準備 二次利用（準備）

データソース拡張データソース拡張
データソース拡張

運用・保守

宮崎

別府

京都

琉球
全国

市町村

データソース拡大（全国展開）

二次利用
運用機関
の運営

準備

二次利用の基礎調査 
（政策動向、ニーズ） パイロット運用／評価

サービス・運用モデル 
のあり方の検討 仕様検討／構築

運用機関設立準備

契約代理機関の運営

京都大
製薬企業

京都大
等

東九州メディカルバレー

京都大

東九州メディカルバレー
医療関連産業

（※）記名データの本格運用、及びそれに向けた機関・システム整備については、匿名化データの本格運用以降、将来的に検討・整備する。

等

京都大

東九州メディカルバレー
医療関連産業 等

 Ｅ
Ｈ
Ｒ
検
討
部
会

 二
次
利
用
検
討
部
会

宮崎

京都

等

初期ソース

宮崎大 宮崎大

契約代理機関の機能等検討

宮崎大 宮崎大

等

※

・・・

二次利用運用以降の参
加機関募集

一次参加機関への
参加依頼・説明

地域拡大 
ブロック単位での事業展開

在宅介護
分野拡大

医療機関

久留米

実現に向けた課題整理／法制度の検証

製薬企業 等
医療機関
製薬企業 等

医療機関
製薬企業


